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書式編
（はじめに）

○  日本銀行が各種の取引を実行する際に受入れる担保は、日本銀行が予め適格担保として認めたものに限られます。すなわち、債券や手形、電子記録債権、証書貸付債権、住宅ローン債権信託受益権などを担保として差入れるには、当該債券が適格債券として選定されていること、当該債務者が適格支払人等として選定されていること、または当該住宅ローン債権信託受益権が適格住宅ローン債権信託受益権として選定されていることが必要となります。
――　日本銀行の適格担保制度の概要図は、（資料）をご参照下さい。

――　適格となりうる担保の種類は、「適格担保取扱基本要領」別表、「米ドル建の企業に対する証書貸付債権にかかる担保の適格性判定等に関する特則」および「適格住宅ローン債権信託受益権担保取扱要領」に記載しています。これらの要領や特則は、日本銀行ホームページ（「オペレーション等に関する基本要領」の中）で公表しています。

○　こうした選定は、一部の担保（国債、政府短期証券、政府保証付債券、公募地方債）を除き、当座勘定取引先（以下、「取引先」といいます）からの適格性判定依頼に基づき日本銀行が行います。

○  このマニュアルは、民間企業の適格性判定依頼（以下、「信用判定依頼」といいます）や債券等の適格性判定依頼に関する事務手続やご提出頂く書類をとりまとめたものです。本マニュアルの内容は、信用判定依頼等にご関係する部署の方々に周知徹底して頂く必要がありますので、事務が円滑に進むようご協力をお願いします。

○　なお、このマニュアルは、手形へのスタンプ押なつ依頼等事前審査手続や担保差入れに関する事務の細部取扱いは対象としておりません。手形（コマーシャル・ペーパーを除く。以下、同じです）、コマーシャル・ペーパー（以下、「CP」といいます）、電子記録債権、証書貸付債権については、担保として持込む前に、日本銀行業務局または支店業務課において事前の要件審査を受けて頂く必要がありますが、こうした点を含めて、実際の担保取扱いに関しては、「担保に関する細則」（日本銀行業務局金融市場局編）をご参照下さい。

〇　2023年４月より、日本銀行担保の適格性判定等に関する事務について金融市場局にご提出頂く書類については、法令・制度等により押印や紙での授受が必須とされるものを除き、原則として日本銀行金融市場オンライン（以下、「市場オンライン」といいます）を通じた授受としております。これに伴い書式が改訂されておりますので、ご提出にあたっては、必ず本マニュアル附属の最新の書式をご利用ください。改訂前の書式でご提出された場合には、再提出をお願いすることとなりますので、ご注意ください。なお、押印欄のない書式につきましては、市場オンラインによりご提出いただくこととなりますが、押印欄のある書式については、従来通り紙ベースでご提出をお願い致します。市場オンラインにてご提出いただくことが難しい場合は、以下の照会先までご照会ください。
なお、市場オンラインをご利用の際には、日本銀行対金融機関等情報ネットワークシステム利用規則に従ってください。市場オンラインの操作方法については、「ＢＯＪ－Ｉｎｆｏユーザマニュアル」をご参照ください。市場オンラインがシステム障害等でご利用できない場合は、提出方法につき、ご照会ください。
また、市場オンラインへの通知等掲載の際には、担保に関する基本約定締結先に対して電子メール等にて掲載連絡を行う場合がございます。その際の連絡先となる電子メールアドレスが変更となった場合は、以下の日本銀行本店（金融市場局市場企画課信用リスク管理グループ）まで速やかにご連絡をお願い致します。

（本マニュアルについての照会先）

〒１０３－８６６０

東京都中央区日本橋本石町２－１－１

日本銀行 金融市場局

▼Ⅰ．～Ⅵ．およびⅧ．について

市場企画課 信用リスク管理グループ

	TEL
	直通（０３）３２７７－１２３８

	
	代表（０３）３２７９－１１１１（内線２７１０）

	FAX
	（０３）５２０３－８７０１


▼Ⅶ．について

市場調節課 オペレーション企画グループ

	TEL
	直通（０３）３２７７－１２７７

	
	代表（０３）３２７９－１１１１（内線２７６９）

	FAX
	（０３）５２５５－８７６１


Ⅰ．信用判定に関する依頼手続
――　市場オンラインにより書式をご提出いただく際には、データの送信後に、窓口となる日本銀行本店（金融市場局市場企画課信用リスク管理グループ。以下同じ）または大阪支店（営業課。以下同じ）まで送信した旨を電話にてお知らせください。
１．信用判定の新規依頼
○  日本銀行では、各種の取引を実行する際に担保として受入れる民間企業債務（社債、手形、CP、短期社債、電子記録債権、証書貸付債権）の債務者となる企業の信用力を、貴行（庫・社）からの「企業の信用判定依頼」に基づき審査する作業を行っております。この作業の結果、日本銀行が適格性ありと判定することが、民間企業債務を適格担保として利用する前提条件となります。

──  信用判定は、「企業の信用判定基本要領」に基づいて行っています。「企業の信用判定基本要領」は日本銀行ホームページ（「オペレーション等に関する基本要領」の中）で公表しています。

○　貴行（庫・社）が新たに信用判定依頼をされる場合、「信用判定依頼書」（Ⅰ-１号書式）を信用判定を行う本店または大阪支店にご提出頂きます。ご提出に際しての留意事項は以下のとおりです。

　・　信用判定は、日本銀行本店または大阪支店が行います。当該企業の実質上の本社所在地が日本銀行大阪支店の管轄内（大阪府、奈良県、和歌山県）であれば日本銀行大阪支店が、それ以外であれば日本銀行本店が行います。
　企業の本社の所在地が日本銀行大阪支店の管轄内であって日本銀行大阪支店と取引がない等の事情により依頼が困難な場合は、日本銀行本店までご照会下さい。

──　既に他行（庫・社）の依頼に基づき、適格性ありと判定している企業については、改めてご依頼頂く必要はございません。適格性の有無が不明な場合は、担保差入に先立ち、日本銀行に「担保等適格確認書」を日本銀行業務オンライン（以下「業務オンライン」といいます）により送信することで確認してください。

――　「信用判定依頼書」につきましては、日本銀行の審査に必要な情報をご提供頂く観点から、原則として当該債務者の主要取引行（庫）からご提出頂くこととします。

・　新たに信用判定依頼をされる際、ご提出頂く書類は次のとおりです（＜参考＞参照）。「迅速審査」の場合は、（１）をご提出いただきます。「通常審査」の場合は、（１）～（５）をご提出いただきますが、当該企業が有価証券報告書を作成している場合は、（２）から（５）の提出は不要です。このほか、「迅速審査」、「通常審査」のいずれの場合も、審査にあたり追加資料が必要となった場合は、当該追加資料をご提出いただくほか、ヒアリングをさせて頂く場合もあります。
（１）信用判定依頼書（Ⅰ-１号書式）

（２）直近４期の決算関係書類（事業報告等）

（３）企業調書（Ⅰ-２号書式）

（４）登記事項証明書

（５）その他会社概要等当該企業に関する参考資料

――　期中に上場した場合には、上場を含む1年間の決算をご提出頂く必要があります。

・　判定を依頼される企業が貴行（庫・社）の密接関係企業であるかどうかを確認し、貴行（庫・社）の密接関係企業である場合は、その旨を日本銀行本店または大阪支店までご連絡下さい。密接関係企業である場合は、最終的に判定依頼企業が適格と判断されても、当該企業と密接な関係を有する貴行（庫・社）は、当該企業の債務を担保として差入れることができませんのでご注意下さい。
──　密接関係企業とは、実質的な支配力または影響力に照らして、ある取引先と密接な関係を有すると日本銀行が認める企業です。詳しくは、日本銀行ホームページ（「オペレーション等に関する基本要領」の中）に掲載している「密接関係企業の基準」をご参照下さい。

○　信用判定の結果は信用判定を行った日本銀行本店または大阪支店からご連絡します。また、適格と判断したときは利用開始日を併せてご連絡します。

なお、日本銀行が信用判定に要する期間は、「通常審査」による場合必要書類をご提出頂いた後概ね１か月を目安とします。「迅速審査」による場合は「通常審査」よりも短い期間で審査します。
２．信用判定の継続
○  日本銀行では、原則として年１回、信用判定により適格と判断した企業（以下、「信用判定企業」といいます）にかかる信用判定の更新作業を行います。
  更新作業にあたっては、日本銀行本店または大阪支店から毎年４月、当該年度に更新対象となる企業について貴行（庫・社）の継続意思の確認を行います。継続を希望しない先については「信用判定取下げ書」（Ⅰ-３号書式）を５月中にご提出下さい。

──　この際、信用判定企業が貴行（庫・社）の密接関係企業であるかどうかを、改めてご確認下さい（具体的な手続きはⅠ．４．（１０）をご参照下さい）。
○　信用判定の継続をご希望される企業については、新規依頼に準じた書類の提出が必要となります（＜参考＞参照）。これらの書類は、当該企業の決算期末から４か月以内に日本銀行本店または大阪支店へご提出下さい。

○  日本銀行では、信用判定企業において、業況その他の事情に急激な変化がある場合は、その事実が判明した時点で、通常の更新作業のタイミングにかかわらず、見直し作業を行うことがあります。こうした場合は、「迅速審査」が可能とお伝えしている企業であっても、貴行（庫・社）および当該企業に対し、資料提出とヒアリングの実施をお願いすることがあります。

○  こうした更新手続きにより、信用判定企業として不適格と判断した場合や情報提供が不十分等により更新作業に支障を来す場合は、信用判定を抹消のうえ、担保の受入停止・払出を行います。

──　信用判定を抹消しない場合でも、一部または全部の担保受入停止等の措置を講ずることがあります。

３．信用判定の取下げ依頼

○　信用判定の取下げを希望される場合は、「信用判定取下げ書」（Ⅰ-３号書式）をご提出下さい。

４．信用判定に関する諸報告

（１）決算関係資料の提出

○  信用判定企業については、決算公表（四半期決算を含む）の都度、速やかに決算関係書類（事業報告、四半期報告等）を日本銀行本店または大阪支店へご提出下さい。ただし、企業のホームページ等により日本銀行がこれらの資料を入手できる場合は不要です。

──  「迅速審査」の対象となる企業であっても、格付が引下げられる、あるいは経営状況が変化するなど日本銀行が定める要件を満たさなくなった場合には、速やかな情報提供をお願いし、それができない場合は信用判定を抹消することがあります。

（２）信用判定企業の内部格付等の報告

○  信用判定企業の信用力に対する貴行（庫・社）の評価（内部格付、債務者区分、与信方針）について、「信用判定企業の内部格付等報告書」（Ⅰ-４号書式）を日本銀行本店へご報告下さい。

──　すべての信用判定企業について定期報告（毎年５月、１１月）して頂くほか、その間に変更が生じた場合には、当該企業について変更内容を速やかにご報告下さい。

──　この報告は当該企業の信用判定を日本銀行大阪支店が行っている場合も含め、すべて日本銀行本店宛に行って頂くこととなりますので、ご注意下さい。

（３）業況悪化等が判明した場合の対応

○  信用判定を行う企業について、以下のような経営の状態に著しい変化をもたらし得る事実が判明した場合には、その内容を速やかに日本銀行本店または大阪支店へご連絡下さい。ただし、当該事実や資料が公表されている場合に限り、連絡は不要です。

・　業績悪化または会計基準の変更等により、赤字転落、あるいは赤字決算となることが見込まれる場合

・  取引相手先の倒産、資産価値の下落等により多額の不良資産が発生した場合

・  資産内容に懸念があり、将来的に自己資本への悪影響が深刻であると予想される場合

・  売上不振、設備過大等により延滞利息が発生するなど資金繰り面に問題が生じている場合

・  融手操作、粉飾決算の疑いがある場合

・  倒産の惧れがある場合

・  合併のほか大規模な資産の買収や売却を決定した場合

（４）商号変更

○  信用判定企業の商号が変更となる場合は、変更日の５営業日前までに「商号変更届」（ひな型１）をご提出下さい（信用判定企業に関しては、「迅速審査」「通常審査」いずれの場合でも書類提出が必要です）。なお、商号変更登記完了後、速やかに登記事項証明書をご提出下さい。
（５）住所変更

○  信用判定企業の実質上の本社または登記上の本店の住所が変更となる場合は、変更日の５営業日前までに「住所変更届」（ひな型２）をご提出下さい。住所変更登記完了後、速やかに登記事項証明書をご提出下さい。
なお、新住所が現在の都道府県と異なる場合は、信用判定等を行う日本銀行本支店の変更手続きが必要となることがありますので、予め信用判定等を依頼された日本銀行本店または大阪支店にご相談下さい。

（６）合併

○  合併には各種の態様があり、それに応じて手続きも異なりますので、合併に関する情報が判明次第、事前に日本銀行本店または大阪支店にご相談下さい。この場合、必要に応じて次の書類を日本銀行本店または大阪支店へご提出頂きますが、企業のホームページ等から日本銀行が入手できる情報で内容を代替できるものについては、提出は不要となります。なお、合併等により、存続する企業と解散する企業がともに信用判定企業である場合は、存続企業の依頼先から必要書類をご提出頂きます。
・企業の合併届（ひな型３）

――  合併概要書を添付して下さい。

・合併契約書写
・合併当事会社の直近期の決算書類

・登記事項証明書（合併登記完了後速やかに提出）

（７）会社分割

○  会社分割には各種の態様があり、それに応じて手続きも異なりますので、会社分割に関する情報が判明次第、事前に日本銀行本店または大阪支店にご相談下さい。この場合、必要に応じて次の書類を日本銀行本店または大阪支店へご提出いただきますが、企業のホームページ等から日本銀行が入手できるものについては、提出は不要となります。

・企業の分割届（ひな型４）

・分割計画書（吸収分割においては分割契約書）写
・債務履行の見込み理由書（ソルベンシーオピニオンを含む）写

――  「ソルベンシーオピニオン写」の提出は同オピニオンを作成している場合に限ります。

・分割当事会社の最近期の決算書類

・登記事項証明書（会社分割登記完了後速やかに提出）

　○　なお、債務の承継を伴う会社分割の場合、当該債務の内容等について確認させて頂く場合がございますのでご協力お願いします。確認の結果、分割企業にかかる一部または全部の担保払出等の措置を講ずることがあります。

（８）事業譲渡等
○  事業の全部もしくは重要な一部の譲渡もしくは譲受または債務引受の事実が判明した場合、（６）または（７）に準じて取扱って下さい（この場合も、事前に日本銀行本店または大阪支店へご相談下さい）。
（９）組織変更

○  企業形態に著しい変化を招来するような場合は、（６）または（７）に準じて取扱って下さい（この場合も、事前に日本銀行本店または大阪支店へご相談下さい）。

（１０）密接関係企業
○　信用判定企業が貴行（庫・社）の密接関係企業となる場合には、速やかに、その旨を日本銀行本店または大阪支店までご連絡下さい（信用判定企業が貴行（庫・社）の密接関係企業から外れる場合も同様です）。
──　密接関係企業については、Ⅰ．１．をご参照下さい。
○　貴行（庫・社）が信用判定企業に資本参加する場合において、日本銀行が密接関係企業の異動について調査する必要があると認めるときは、当該信用判定企業が貴行（庫・社）の密接関係企業に該当するか否かを確認させて頂きます。また、貴行（庫・社）が合併、持株会社による統合、分割を行う場合などにおいて、日本銀行が同様に必要と認めるときは、貴行（庫・社）またはその持株会社について関係企業の一覧等をご提出頂きます。
（１１）信用判定に関する連絡担当部署等の変更

○　信用判定に関する連絡担当部署等の変更がある場合には、「信用判定に関する連絡担当部署等の変更連絡書」（Ⅰ-５号書式）をご提出下さい。

（１２）短期社債および保証付短期外債の銘柄備考欄の内容にかかる連絡

○  短期社債および保証付短期外債（以下、「短期社債等」といいます）について、（株）証券保管振替機構の銘柄公示情報上の備考欄に債権者（質権者を含む）の権利を制限する文言が記載されていた場合、その銘柄は不適格扱いとなります。日本銀行では、短期社債等について備考欄の内容が債権者の権利を制限するものでないことを確認したうえで、当該短期社債等を適格としますので、選定を依頼される短期社債等の備考欄に記載がある場合は、当該銘柄の発行に先立って備考欄の内容が債権者の権利を制限するものでないことを、日本銀行本店までご連絡下さい。

――　ご連絡がない場合、日本銀行から備考欄の内容について確認のご連絡を差し上げる場合がございますのでご協力お願いします。
――　また、「REF PROSPECTUS FOR DETAIL」（発行体説明書を参照）等追加資料が必要となる記載の場合は、当該資料を日本銀行本店までご送付頂く必要がございますのでご注意下さい。

Ⅱ．短期社債、保証付短期外債、CPまたは企業を債務者とする電子記録債権の保証条件付適格発行者等に関する依頼手続

１．短期社債、保証付短期外債、CPまたは企業を債務者とする電子記録債権の保証条件付適格発行者等に関する選定依頼
○　保証付短期社債、保証付短期外債、保証付CPまたは企業を債務者とする保証付電子記録債権の選定を希望される場合は、「保証条件付適格発行者等および適格保証企業の選定依頼書」（Ⅱ-１号書式）を保証企業の実質上の本社所在地が日本銀行大阪支店の管轄内（大阪府、奈良県、和歌山県）であれば日本銀行大阪支店、それ以外であれば日本銀行本店へご提出下さい。
──　既に他行（庫・社）の依頼に基づき、選定されている企業について、改めてご依頼をご提出頂く必要はございません。選定の有無が不明な場合は、担保差入に先立ち、日本銀行に「担保等適格確認書」を業務オンラインにより送信することで確認してください。

○  ご提出頂く資料は次のとおりです。
（１）「保証条件付適格発行者等および適格保証企業の選定依頼書」（Ⅱ-１号書式）

――　短期社債または保証付短期外債の保証条件付適格発行者等および適格保証企業の選定依頼をされる場合は、当該保証企業の銘柄公示情報（短期社債等）上の保証人名について、（株）証券保管振替機構の銘柄公示情報に記載される保証人名を正確にご記入願います。
（２）発行者等の登記事項証明書
○　選定の結果はご依頼頂いた日本銀行本店または大阪支店からご連絡します。また、選定した場合は利用開始日を併せてご連絡します。

○　なお、保証企業が「信用判定企業」ではない場合、新規に信用判定を依頼して頂きます。

──  この場合の手順は、Ⅰ．１．のとおりとなります。

２．短期社債、保証付短期外債、CPまたは企業を債務者とする電子記録債権の保証条件付適格発行者等の選定の取下げ依頼

○　短期社債、保証付短期外債、CPまたは企業を債務者とする電子記録債権の保証条件付適格発行者等の選定の取下げを希望される場合は、「保証条件付適格発行者等および適格保証企業の選定の取下げ書」（Ⅱ-２号書式）をご提出下さい。

３．その他の諸報告
（１）商号変更

○  短期社債、保証付短期外債、CPまたは企業を債務者とする電子記録債権の保証条件付適格発行者等の商号が変更となる場合は、変更日の５営業日前までに「商号変更届」（ひな型１）をご提出下さい。なお、商号変更登記完了後、速やかに登記事項証明書をご提出下さい。
（２）住所変更

○  短期社債、保証付短期外債、CPまたは企業を債務者とする電子記録債権の保証条件付適格発行者等の実質上の本社または登記上の本店の住所が変更となる場合は、変更日の５営業日前までに「住所変更届」（ひな型２）をご提出下さい。住所変更登記完了後、速やかに登記事項証明書をご提出下さい。
（３）連絡担当部署等の変更の連絡

○　短期社債、保証付短期外債、CPまたは企業を債務者とする電子記録債権の保証条件付適格発行者等および適格保証企業に関する連絡担当部署等の変更がある場合には、「保証条件付適格発行者等および適格保証企業の選定依頼に関する連絡担当部署等の変更連絡書」（Ⅱ-３号書式）をご提出下さい。

（４）短期社債等の銘柄備考欄の内容にかかる連絡

○  短期社債等について、（株）証券保管振替機構の銘柄公示情報上の備考欄に債権者（質権者を含む）の権利を制限する文言が記載されていた場合、その銘柄は不適格扱いとなります。選定を依頼される短期社債等の備考欄に記載がある場合は、当該銘柄の発行に先立って備考欄の内容が債権者の権利を制限するものでないことを、日本銀行本店までご連絡下さい（詳細な内容はⅠ．４．（１２）をご参照下さい）。
＜参  考＞信用判定等の新規、取下げ依頼等に際し必要な書類

○＝提出を要するもの

△＝有価証券報告書を作成していない場合に提出を要するもの
□＝企業の状況が把握可能な適宜の資料で代用が可能なもの
	書式名
	迅速審査による
信用判定
	通常審査による
信用判定
	保証付短期社債等の選定
（注２）

	信用判定依頼書
	○
	○
	

	保証条件付適格発行者等および適格保証企業の選定依頼書
	
	
	○

	信用判定取下げ書
	○
	○
	

	直近４期の決算関係書類
（事業報告等）
	
	△（注１）
	

	企業調書
	
	△
	

	登記事項証明書
	
	△
	○

	その他会社概要等
	
	△
	

	住所、商号変更届
	○
	○
	○

	合併届、分割届
	○
	○
	

	合併契約書写、分割計画書写
	□
	□
	

	保証条件付適格発行者等および適格保証企業の選定の取下げ書
	
	
	○

	信用判定に関する連絡担当部署等の変更連絡書
	○
	○
	

	保証条件付適格発行者等および適格保証企業の選定依頼に関する連絡担当部署等の変更連絡書
	
	
	○

	信用判定企業の内部格付等報告書
	○
	○
	


（注１）継続・更新時は直近分のみで差支えありません。

（注２）保証企業が信用判定企業でない場合は、保証企業について信用判定新規依頼手続が必要です。

Ⅲ．不動産投資法人債務の適格性判定依頼手続
――　市場オンラインによりデータを送信いただく際には、データの送信後に、日本銀行本店まで送信した旨を電話にてお知らせください。
１．適格性判定の新規依頼

○　不動産投資法人債務（不動産投資法人債、手形、CP、短期不動産投資法人債、電子記録債権、証書貸付債権）の適格性判定にあたっては、まず当該不動産投資法人の適格性を判定します。
○　貴行（庫・社）が新たに不動産投資法人債務の適格性判定を希望される場合は、当該不動産投資法人について、「適格投資法人の選定依頼書」（Ⅲ-１号書式）を日本銀行本店にご提出下さい。

──　既に他行（庫・社）の依頼に基づき、適格性ありと判定している不動産投資法人について、改めてご依頼をご提出頂く必要はございません。適格性の有無が不明な場合は、担保差入に先立ち、日本銀行に「担保等適格確認書」を業務オンラインにより送信することで確認してください。

――　適格投資法人の選定依頼をする際には、少なくとも直近1年間の決算（上場した場合には上場を含む1年間の決算）をご提出頂く必要があります。

　――　「適格投資法人の選定依頼書」につきましては、日本銀行の審査に必要な情報をご提供頂く観点から、原則として当該投資法人の主要取引行（庫）、主幹事証券会社からご提出頂くこととします。
○　適格性判定の結果を日本銀行本店からご連絡します。また、適格と判断したときは利用開始日を併せてご連絡します。

２．適格性判定の継続

○  日本銀行では、原則として年１回、適格と判断した不動産投資法人にかかる適格性判定の更新作業を行います。

  更新作業にあたっては、日本銀行本店から毎年４月、当該年度に更新対象となる不動産投資法人についての貴行（庫・社）の意思確認を行います。継続を希望しない先については「適格投資法人の選定の取下げ書」（Ⅲ-２号書式）を５月中にご提出下さい。

○　なお、不動産投資法人およびその債務の適格性を認定した後、外部環境の変化等を踏まえ、適格性判定を継続することが不適当と日本銀行が判断した場合は、当該判定を抹消し、担保払出等の措置を講じます。また、適格性判定を抹消しない場合でも、一部または全部の担保受入停止等の措置を講じることもあります。
──　適格性判定の依頼書を提出している不動産投資法人について、信用力に大きな影響を及ぼす事情が生じた場合は、その旨を速やかに日本銀行本店までご連絡願います。

また、日本銀行では、依頼書を受領した不動産投資法人の財務状況、保有資産の内容、資金調達構造や金融機関との関係、スポンサー企業の信用力等について、適格性判定の際に評価を行い、その後も継続的にモニタリングを行います。その過程で、依頼書を提出した取引先に対して、随時ヒアリングの実施や資料提供をお願いすることもありますので、ご協力をお願いします。

３．適格性判定の取下げ依頼

○  不動産投資法人債務の適格性判定の取下げを希望される場合は、「適格投資法人の選定の取下げ書」（Ⅲ-２号書式）をご提出下さい。
４．不動産投資法人に関する諸報告

○　１．の「適格投資法人の選定依頼書」（Ⅲ-１号書式）に記載された商号、住所、連絡先が変更された場合には、「投資法人に関する変更連絡書」（Ⅲ-３号書式）をご提出下さい。

５．保証付不動産投資法人債務の適格性判定に関する諸手続
（１）保証付不動産投資法人債務の適格性判定の新規依頼
○　保証付不動産投資法人債務の適格性判定を希望される場合は、「保証条件付適格発行投資法人等および適格保証企業の選定依頼書」（Ⅲ-４号書式）を保証企業の実質上の本社所在地が日本銀行大阪支店の管轄内（大阪府、奈良県、和歌山県）であれば日本銀行大阪支店、それ以外であれば日本銀行本店へご提出下さい。
　──　既に他行（庫・社）の依頼に基づき、適格性ありと判定している企業について、改めてご依頼をご提出頂く必要はございません。適格性の有無が不明な場合は、担保差入に先立ち、日本銀行に「担保等適格確認書」を業務オンラインにより送信することで確認してください。

○　選定の結果はご依頼頂いた日本銀行本店または大阪支店からご連絡します。また、適格と判断したときは利用開始日を併せてご連絡します。
○　なお、保証企業が「信用判定企業」ではない場合、新規に信用判定を依頼して頂きます。

──  この場合の手順は、Ⅰ．１．のとおりとなります。

（２）保証付不動産投資法人債務の適格性判定の取下げ依頼
○　保証付不動産投資法人債務の適格性判定の取下げを希望される場合は、「保証条件付適格発行投資法人等および適格保証企業の選定取下げ書」（Ⅲ-５号書式）をご提出下さい。

（３）その他の諸報告
①商号変更　

・保証条件付適格発行投資法人等の商号が変更となる場合は、変更日の５営業日前までに「商号変更届」（ひな型１）をご提出下さい。なお、商号変更登記完了後、速やかに登記事項証明書をご提出下さい。
②住所変更
・保証条件付適格発行投資法人等の実質上の本社または登記上の本店の住所が変更となる場合は、変更日の５営業日前までに「住所変更届」（ひな型２）をご提出下さい。住所変更登記完了後、速やかに登記事項証明書をご提出下さい。
③連絡担当部署等の変更の連絡
・保証条件付適格発行投資法人等および適格保証企業に関する連絡担当部署等の変更がある場合には、「保証条件付適格発行投資法人等および適格保証企業に関する変更連絡書」（Ⅲ-６号書式）をご提出下さい。
（４）短期不動産投資法人債の銘柄備考欄の内容にかかる連絡

○  短期不動産投資法人債について、（株）証券保管振替機構の銘柄公示情報上の備考欄に債権者（質権者を含む）の権利を制限する文言が記載されていた場合、その銘柄は不適格扱いとなります。選定を依頼される短期不動産投資法人債の備考欄に記載がある場合は、当該銘柄の発行に先立って備考欄の内容が債権者の権利を制限するものでないことを、日本銀行本店までご連絡下さい（詳細な内容はⅠ．４．（１２）をご参照下さい）。
Ⅳ．ABCP（資産担保コマーシャル・ペーパーおよび資産担保短期債券）の適格発行会社に関する依頼手続

１．ABCPの適格発行会社に関する選定依頼

○　資産担保コマーシャル・ペーパーおよび資産担保短期債券（以下、本章において「ABCP」といいます）の適格性判定にあたっては、まず当該ABCPの発行会社の適格性を判定します。当該ABCPの発行会社を適格性ありと判定した場合には、当該ABCPの発行会社の発行するABCPがすべて適格となります。

○　貴行（庫・社）が新たにABCPの発行会社の適格性判定を希望する場合は、資産担保コマーシャル・ペーパーの場合は、以下の資料をご提出下さい。

──　既に他行（庫・社）の依頼に基づき、適格性ありと判定しているABCPの発行会社について、改めてご依頼をご提出頂く必要はございません。適格性の有無が不明な場合は、担保差入に先立ち、日本銀行に「担保等適格確認書」を業務オンラインにより送信することで確認してください。

○  ご提出頂く資料は次のとおりです。

（１）適格性判定の依頼先にご提出頂く資料

・「資産担保コマーシャル・ペーパーの適格発行会社の選定依頼書」（Ⅳ-１号書式＜資産担保コマーシャル・ペーパーの場合＞）

・「資産担保短期債券の適格発行会社の選定依頼書」（Ⅳ-２号書式＜資産担保短期債券の場合＞）
（２）ABCPを組成した者（アレンジャー）にご提出頂く資料

・（１）の依頼書の提出があった場合、当該ABCPを組成した者（アレンジャー）には、当該ABCPの関係資料として次のものをご提出頂くよう日本銀行本店からご連絡します。提出資料の種類は、取引先等のバックアップライン等の有無により異なりますのでご注意下さい。

①すべてのABCPについて必要となる資料

イ、関連契約書等

・債権譲渡契約書、信託受益権譲渡契約書、参加取引契約書等

・SPCの管理・運営事務に関する委任契約（業務委託契約）書

・CPディーラー契約書

・流動化計画書

――  「資産の流動化に関する法律」（平成１０年６月１５日法第　　１０５号）を利用する場合にのみご提出願います。
ロ、SPCの登記簿（「履歴事項全部証明書」）謄本（写）および取締役の略歴を記載した資料

――  SPCの取締役に当事者または利害関係者以外の独立した第三者が就任しているかという点を確認するために必要となります。

ハ、発行体等に関する説明書その他商品説明書

ニ、SPCが行う取引等についての基準

――   取引対象とする資産の種類、原債務者、セラーに関する信用力基準、原債務者、セラー毎の買取限度額に関する基準および資金調達に関する基準等を定めたもの。

ホ、その他ABCPの適格性を判断するにあたり、日本銀行が必要と認める資料

②特定資産に取引先の債務等が含まれている場合に追加的に必要となる資料

・特定資産の原債務者毎の内訳を確認できる資料等が必要となります。

③取引先等のバックアップライン等がある場合に追加的に必要となる資料

イ、関連契約書として、バックアップライン、ローンコミットメントまたはこれに類する契約書

ロ、バックアップライン等の発動状況に関する書類

ハ、バックアップライン等の効果を除外した特定資産の信用度を確認するにあたり、日本銀行が必要と認める資料

○　適格性判定の結果を日本銀行本店からご連絡します。また、適格と判断したときは利用開始日を併せてご連絡します。

２．適格後定期的にご提出頂く資料
○　ABCPの発行会社が適格となった後、当該発行会社が不適格となるまでの間、アレンジャーの方には以下の資料を定期的にご提出頂きます。
──　この場合、取引先等のバックアップライン等の有無により提出資料の範囲、フォローアップの頻度が異なります。

このため、フォローアップの時期になった段階で、日本銀行本店からアレンジャーに連絡させて頂きます。このため、アレンジャーにおかれては、連絡先の変更等があった場合には、速やかに日本銀行本店までご連絡下さるようお願いいたします。
（１）すべてのABCPについて必要となる資料
・取引先等のバックアップライン等がない場合は、年に１回を目途にフォローアップを行います。その際、以下の資料のご提出をお願いします。

イ、発行残高（新規発行分も含めた発行残高が、発行枠の範囲内に収まっていることが確認できる資料）

ロ、随時発行に際し、格付が維持されていることの確認資料（ニュースリリース等）

ハ、適格審査時から契約書の内容を変更した場合には、その変更内容および修正後の契約書

ニ、その他スキームに関連して変更が生じた場合（投資基準の変更等）には、その関連資料

ホ、このほか、適格基準を満たしていることを確認するにあたり、日本銀行が必要と認める資料

（２）取引先等のバックアップライン等がある場合に追加的に必要となる資料
・取引先等のバックアップライン等がある場合は、６か月に１回を目途にフォローアップを行います。（１）の資料のほか、以下の資料のご提出をお願いします。

イ、バックアップライン等の発動状況に関する書類

　　　　・資産担保CPのバックアップライン契約等に基づく信用補完の実行等状況に関する報告書（Ⅳ-３号書式＜資産担保コマーシャル・ペーパーの場合＞）
　　　　・資産担保短期債券のバックアップライン契約等に基づく信用補完の実行等状況に関する報告書（Ⅳ-４号書式＜資産担保短期債券の場合＞）
３．ABCPの適格発行会社に関する選定の取下げ依頼
○　ABCPの発行会社の選定を取り下げる場合は、資産担保コマーシャル・ペーパーの場合は「資産担保コマーシャル・ペーパーの適格発行会社としての選定の取下げ書」（Ⅳ-５号書式）を、資産担保短期債券の場合は「資産担保短期債券の適格発行会社としての選定の取下げ書」（Ⅳ-６号書式）をご提出下さい。
４．商号、住所、連絡先の変更

○　１．の「資産担保コマーシャル・ペーパーの適格発行会社の選定依頼書」（Ⅳ-１号書式）または「資産担保短期債券の適格発行会社の選定依頼書」（Ⅳ-２号書式）の記載内容が変更された場合、以下の（１）～（３）の内容に応じてご提出下さい。
（１）商号の変更

　・「資産担保コマーシャル・ペーパー（資産担保短期債券）の適格発行会社の商号変更に関する件」（Ⅳ-７号書式）

（２）住所の変更

　・「資産担保コマーシャル・ペーパー（資産担保短期債券）の適格発行会社の住所変更に関する件」（Ⅳ-８号書式）

（３）連絡先の変更

　・「資産担保コマーシャル・ペーパーの適格発行会社の選定依頼に関する連絡担当部署等の変更連絡書」（Ⅳ-９号書式＜資産担保コマーシャル・ペーパーの場合＞）

・「資産担保短期債券の適格発行会社の選定依頼に関する連絡担当部署等の変更連絡書」（Ⅳ-１０号書式＜資産担保短期債券の場合＞）
（４）資産担保短期債券の銘柄備考欄の内容にかかる連絡

○  資産担保短期債券について、（株）証券保管振替機構の銘柄公示情報上の備考欄に債権者（質権者を含む）の権利を制限する文言が記載されていた場合、その銘柄は不適格扱いとなります。選定を依頼される資産担保短期債券の備考欄に記載がある場合は、当該銘柄の発行に先立って備考欄の内容が債権者の権利を制限するものでないことを、日本銀行本店までご連絡下さい（詳細な内容はⅠ．４．（１２）をご参照下さい）。

Ⅴ．その他の債券の適格性判定依頼手続
１．債券毎の適格性判定依頼
○　日本銀行が担保として受入れる債券においては、適格性判定の依頼に基づき、適否を判定するものがあります。本章では、こうした債券に関する依頼手続きを解説します。
──　既に他行（庫・社）の依頼に基づき、既に日本銀行の適格担保債券として選定されている場合には、改めてご依頼をご提出頂く必要はございません。適格性の有無が不明な場合は、担保差入に先立ち、日本銀行に「担保等適格確認書」を業務オンラインにより送信することで確認してください。

──　担保として差入れることを希望される社債または不動産投資法人債の適格債務者等として選定されていない場合は、新規の信用判定等の手続きが必要です（具体的な手続きはⅠ．１．またはⅢ．１．をご参照下さい）。

──　なお、本章において、担保として持込み可能な債券は振替債（（株）証券保管振替機構が社債、株式等の振替に関する法律（平成１３年法律第７５号）に基づき行う振替業において取扱われる社債等の債券）に限ります（登録債（社債等登録法（昭和１７年法律第１１号）に基づき登録されている債券）および現物債は受入れません）。

○　適格性判定をご希望される場合は、債券種類毎の適格性判定依頼書等を原則として毎週最終営業日（注）までにご提出ください。その結果は日本銀行本店から、原則として依頼を締め切った週の翌週末を目処にご連絡します。

（注）金融市場局では、債券の適格性判定依頼書の締切日および適格債券の選定日（選
定日の翌営業日から選定された債券が担保として利用可能）を以下のとおりとしています。なお、依頼書を提出する翌週に休日が含まれる場合には、依頼書締切日が週の最終営業日とならない点にご注意下さい。
　また、ご提出いただいた依頼書に不備があった場合は、再提出をお願いすることとなります。書式に記載の記入例に従ってご記入ください。再提出となった場合、翌週の審査（翌々週初の適用）となりますのでご注意下さい。
	週の営業日
	選定日
	依頼書締切日

	４営業日以上
	週の最終営業日
	当該選定日の５営業日前

	３営業日以下
	当該週は選定を行わない

（次に到来する選定日に選定）
	――


○　適格性判定依頼にあたりご提出頂く書類は次のとおりです。
（１）非公募地方債
「非公募地方債の適格性判定依頼書」（Ⅴ-１号書式）および発行要項　　　
（２）財投機関等債券
「財投機関等債券の適格性判定依頼書」（Ⅴ-２号書式）
（３）外国政府債券
「外国政府債券の適格性判定依頼書」（Ⅴ-３号書式）
（４）国際金融機関債券
「国際金融機関債券の適格性判定依頼書」（Ⅴ-４号書式）
（５）資産担保債券
「資産担保債券の適格性判定依頼書」（Ⅴ-５号書式）および当該資産担保債券に関する資料

・　当該資産担保債券に関する資料としては次のものがあります。これらの資料については、提出を省略することができる場合がありますので、事前に日本銀行本店にご照会下さい。
①当該資産担保債券の元利金の支払いの裏付けとなる資産の信用力を確認するにあたり、日本銀行が必要と認める資料

──　例えば、特定資産の原債務者の名称を確認できる資料や特定資産の累積貸倒率等を確認できる資料（未公表の場合には公表予定が確認できる資料）がこれに該当します。

──　資産担保債券の特定資産に取引先の債務等が含まれている場合は、特定資産の原債務者毎の内訳を確認できる資料等が必要となります。この確認は、日本銀行の適格担保債券として選定された後も定期的に行うこととなります。

②当該資産担保債券に関する格付機関のニュースリリース

──　当該資産担保債券または同種のスキームによる資産担保債券の格付手法が示された資料がある場合は、当該資料も含みます。
③①、②のほか、当該資産担保債券の適格性を判断するにあたり、日本銀行が必要と認める資料

２．適格担保債券の早期選定について 
（１）早期選定の概要

○　公募一般債については、適格担保となる銘柄を日本銀行が週次で選定しています（１．をご参照下さい）が、各銘柄が担保として利用可能となるまでには、通常ですとその発行日や発行企業の信用判定終了日等から１～２週間を要します。ただし、予め依頼を頂いた銘柄については、最短でこれらの翌営業日、最長でも５営業日後には担保としての利用が可能となります（以下、「早期選定」といいます）。

早期選定の対象となる具体的な債券種類は、社債、地方債、政府保証付債券、財投機関等債券、外国政府債券、国際金融機関債券、資産担保債券、不動産投資法人債のうち、公募一般債です。

（２）ご提出頂く資料およびご提出先

○　早期選定を希望される場合は、「債券の早期適格化依頼書」（Ⅴ-６号書式）および希望される債券の概要が分かる資料（発行要項、募集要項、目論見書等）をご提出下さい。
（３）資料のご提出にあたっての留意点

○　「債券の早期適格化依頼書」（Ⅴ-６号書式）のご提出に際しては、以下の点にご留意下さい。なお、依頼書を踏まえた早期選定までのスケジュール等をお知らせしますので、ご提出の際には予め日本銀行本店までご照会下さい。

①　依頼書は、毎週第二営業日を原則締切とします。具体的には、前週水曜日から火曜日までを依頼書の受付期間とし、その間に依頼のあった銘柄を、当該火曜日週に適格銘柄として選定します。ただし、休日を含む週など手続が異なる場合もありますので、ご照会の際にスケジュール等をご確認下さい。

②　依頼書に記載する銘柄は、原則として依頼書の提出時点で銘柄情報が（株）証券保管振替機構に登録されているものを対象として下さい。なお、その時点で銘柄登録が行われていなくとも、①の締切日までに銘柄登録が行われれば、当該銘柄は、早期選定の対象となります。
Ⅵ．政府（特別会計を含む）に対する証書貸付債権、同電子記録債権、政府保証付証書貸付債権もしくは同電子記録債権、または地方公共団体に対する証書貸付債権もしくは電子記録債権にかかる適格債務者の選定依頼手続
１．適格債務者の新規依頼
○　政府（特別会計を含む）に対する証書貸付債権、同電子記録債権、政府保証付証書貸付債権もしくは同電子記録債権、または地方公共団体証書貸付債権もしくは電子記録債権の担保利用をご希望される場合、日本銀行本店にご照会のうえ、日本銀行本店の回答により「政府（特別会計を含む）に対する証書貸付債権、同電子記録債権、政府保証付証書貸付債権もしくは同電子記録債権にかかる通常適格債務者、または地方公共団体に対する証書貸付債権もしくは電子記録債権にかかる適格債務者の選定依頼書」（Ⅵ-１号書式）または「政府（特別会計を含む）に対する証書貸付債権または政府保証付証書貸付債権にかかる特別適格債務者の選定依頼書」（Ⅵ-２号書式）をご提出下さい。

　　　なお、「政府（特別会計を含む）に対する証書貸付債権または政府保証付証書貸付債権にかかる特別適格債務者の選定依頼書」（Ⅵ-２号書式）については、「証書貸付債権の入札等の貸付条件の決定方法に関する確認書」（ご連絡を頂いた取引先に書式を送付します）および関係書類（別途ご連絡をします）をご提出頂きます。これらの資料は、原則として取引先から当該債務者に作成・提出を依頼して頂きます。

──　既に他行（庫・社）の依頼に基づき、適格性ありと判定している「適格債務者」について、改めてご依頼を頂く必要はございません。適格性の有無が不明な場合は、担保差入に先立ち、日本銀行に「担保等適格確認書」を業務オンラインにより送信することで確認してください。

２．適格債務者に関する諸報告等

（１）「特別適格債務者」として選定した債務者が、選定後に借入方式を変更した場合には、適宜の方法により速やかにご報告下さい。

（２）政府（特別会計を含む）が民間借入を行うことができなくなった場合や政府保証付証書貸付債権の債務者が政府保証付の借入を行うことができなくなった場合には、適宜の方法により速やかにご報告下さい。

（３）適格債務者として選定した債務者の名称または貴行（庫・社）の連絡担当部署に変更が生じた場合は、速やかに「政府（特別会計を含む）等または地方公共団体に対する債権にかかる適格債務者に関する変更連絡書」（Ⅵ-３号書式）をご提出下さい。

Ⅶ．電子記録債権の適格記録機関の選定について
○　電子記録債権は、日本銀行が適当と認める電子債権記録機関（以下、「適格記録機関」と言います。）により記録されている必要があることにご注意ください。

○　日本銀行は、適格記録機関を担保差入の希望に応じて選定し、別途お知らせします。本行に担保として差入れようとする電子記録債権が、適格でない電子債権記録機関によって記録されている場合は、「適格記録機関の選定願」（第Ⅶ号書式）をご提出下さい。

Ⅷ．住宅ローン債権信託受益権の適格性判定依頼手続
１．住宅ローン債権信託受益権の適格性判定依頼
○　住宅ローン債権信託受益権については、適格性判定の依頼に基づき、適否を判定します。貴行（庫・社）が新たに住宅ローン債権信託受益権の適格性判定を希望する場合には、「適格住宅ローン債権信託受益権の選定依頼書」（Ⅷ-１号書式）および日本銀行が適格性を判断するにあたり必要と認める資料をご提出下さい。
――　日本銀行が適格性を判断するにあたり必要と認める資料の具体的な内容については、日本銀行本店からご連絡します。住宅ローン債権信託受益権の担保差入を希望される場合には、事前に日本銀行本店にご照会下さい。

○　適格性判定依頼は、貴行（庫・社）が委託者として受託者となる金融機関等との間で住宅ローン債権の信託に関する契約を締結する前に行って頂く必要がありますのでご注意ください。
○　適格性判定の結果は、日本銀行本店からご連絡します。
２．適格後の取扱い
○  日本銀行では、住宅ローン債権信託受益権の信託財産の内容、信託財産の管理体制等を確認する必要が生じた場合には、貴行（庫・社）に対し、追加資料のご提出を依頼させて頂くほか、ヒアリングを実施させて頂く場合があります。
○　貴行（庫・社）が現に差し入れている住宅ローン債権信託受益権が適格基準を満たさなくなった場合（日本銀行が定める規則規定等により買戻し等の措置が認められている場合を除きます。）には、速やかに日本銀行本店へご報告下さい。
○　住宅ローン債権信託受益権が適格基準を満たさなくなった場合や情報提供が不十分であったこと等により日本銀行が必要とする確認作業に支障を来す場合には、選定を解除のうえ、担保の受入停止・払出を行います。
──　選定を解除しない場合でも、担保受入停止等の措置を講ずることがあります。
３．住宅ローン債権信託受益権に関する選定の取下げ依頼
○　住宅ローン債権信託受益権の選定の取下げを希望する場合には、住宅ローン債権信託基本契約書にもとづく信託が終了し、「解約届出書」を取引主要店（本店の場合には業務局事務統括担当部署、支店の場合には業務課。）に提出後、「適格住宅ローン債権信託受益権の選定の取下げ書」（Ⅷ-２号書式）をご提出下さい。
４．商号、連絡先の変更
○　１．の「適格住宅ローン債権信託受益権の選定依頼書」（Ⅷ-１号書式）の記載内容に変更が生じた場合には、以下の（１）および（２）の内容に応じてご提出下さい。
（１）商号の変更
　・「適格住宅ローン債権信託受益権の委託者または受託者の商号変更に関する件」（Ⅷ-３号書式）
──　商号変更登記完了後、速やかに登記事項証明書をご提出下さい。
（２）連絡先の変更
　・「適格住宅ローン債権信託受益権の選定依頼に関する連絡担当部署等の変更連絡書」（Ⅷ-４号書式）
（資料）
適格担保制度の概要図







以　上






　日本銀行では、金融機関等から信用度・市場性等が十分な金融資産を担保として受入れており、こうした担保を「適格担保」と呼んでいます。


　日本銀行は、金融機関等に対して、共通担保資金供給オペ、補完貸付、日中当座貸越などの与信を、適格担保の範囲内で実行しています。
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（必要に応じて）


適格担保の差入と併せて対抗要件具備等に必要な書類を提出





共通担保資金供給オペ、補完貸付、日中当座貸越など





（注）本資料では、適格担保となりうるものの一部を示しています。
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